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１．取り組み事例の種類 

管理・運用の改善による取り組み事例 

 

 

２．会社概要 

社 名： トヨタ自動車株式会社 

所在地： 愛知県豊田市トヨタ町 1 番地 

（本社） 

業種名： 自動車製造業 

従業員数 ６９，４７８人 

（２００８年３月末現在） 

 

 

３．取り組み概要 

（１）化学物質管理の概要 

トヨタ自動車では１９８４年から「環境保

全事前検討制度」を運用している。新規材料

を購入する際に、材料の排水処理性や臭気の

評価、使用禁止物質の含有等をチェックして

いる。この制度を開始した８０年代には、有

機塩素系溶剤の全廃にも取り組み、１９９４

年には排出量管理を開始した。２００１年よ

り情報システム化により運用の効率化を図っ

ている。 

 

 

 

（２）入口管理･環境保全事前検討制度 

管理対象の化学物質は、国内の化審法、水

質汚濁防止法、大気汚染防止法、PRTR 法や、

北米・欧州の PRTR 法、欧州製品管理規定等の

法規と、毒性データベースを参考に決めてい

る。 

「入口管理」として設けている「環境保全

事前検討制度」では、ある部署が新しい材料

を購入する際に、仕入先に含有化学物質情報

や必要に応じて排水や臭気の試験結果を提出

してもらい、それらの情報をもとに事前検討

部署で地球環境、地域環境、作業環境の観点

から使用の可否を判断している。使用が許可

された場合、品番が設定され、工場での使用

が可能になるが、使用不可となった場合、計

画部署を通じて材料メーカーに代替品の検討

を求めることになる。しかし、全仕入先に対

して「管理物質リスト」や「使用禁止物質リ

スト」、排水および臭気の試験方法と採用判定

基準等を全て公開し、システムへ仕入先が使

用禁止物質を入力しようとすると警告が出る

ため、実際に使用不可となるケースはほとん

どない。 
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（３）環境影響評価・排出量管理 

大気では、拡散シミュレーションにより算

出した最大着地濃度を環境基準値等と比較し、

水域では、水質汚濁防止法と同様に排出濃度

の１０倍希釈値を環境基準値等と比較するこ

とで環境影響評価を行っている。その評価結

果をもとに削減物質の選定を行う。 

 

（４）化学物質の排出量削減 

大気ではトルエン、キシレン等、水域では

ニッケルの排出量削減を進めている。 

 

 

トルエン、キシレン等については洗浄シン

ナーの成分の代替化や使用量低減、ボデー、

バンパー塗装の中塗、上塗ベース塗料の水性

化等を進めてきた結果、２００７年度には１

９９８年度比７６％減となった。代替化の際

には、トルエン、キシレンを酢酸ブチル、酢

酸エチルへ代替する等、有害性の低い物質に

切り替えを進めている。 

また、ニッケルは代替化技術が確立してい

なかったため、排水処理設備の増強を中心に

取り組みを進め、２０００年までに排出量を

大幅に削減し、現在も低い排水濃度で管理を

行っている。 
 

（５）リスクコミュニケーション 

PRTR 法の施行に先立って工場周辺の住民

に排出状況を説明し、管理や対応方法につい

て対話を進めることが重要と考え、先行モデ

ルとして１９９９年１２月に愛知県三好町の

明知工場（エンジンや足廻り鋳物部品等を製

造）で、地域住民代表と行政担当者計１４名

を対象に説明を行った。同工場で１９７３年

の工場開設以来、年１～２回開催している「明

知工場環境保全連絡協議会」の一環として行

い、工場の周辺環境測定結果（排水、大気、

騒音）、化学物質の管理体制、１９９８年度の

排出状況等を説明し、出席者から「PRTR 法施

行に先立つ情報公開は評価できる」「身近なリ

スクの引用等分かりやすかった」等の感想を

得た。 
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明知工場を皮切りに法施行に先立って、 

２０００年９月までに１５工場・事業所で排

出状況等の説明を行い、現在も年１回の頻度

で実施している。また、環境報告書でも排出・

削減情報等を公開している。 

 

（６）情報システム化 

２００１年には「エコ・リサーチ」社を、ト

ヨタ自動車やトヨタグループのデンソーの化

学物質管理ノウハウと、日立製作所のイン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ターネットシステム技術、さらに材料メーカ

ーや廃棄物リサイクルメーカーの化学物質ノ

ウハウを融合して設立した。インターネット

を利用した PRTR 集計システムをはじめ、エコ

材料の紹介や化学物質管理の技術支援等で企

業をサポートしている。また、当初は社内事

業として協力部品会社の PRTR 法への対応支

援を実施する計画であったが、中小企業や異

業種にも活用してもらうことを目的として会

社を設立させた。 
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